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長野県告示第431号

　社会福祉施設代替職員雇用事業補助金交付要綱（昭和52年長野県告示第460号）の一部を次のように改正し、令和６年度

の補助金から適用します。

　　令和６年８月１日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

　第３の表中「5,920円」を「7,584円」に改める。

こども・家庭課

長野県告示第432号

　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第149号）第35条の６第１項の規定により、次

のとおり液化石油ガス販売事業者を認定しました。

　　令和６年８月１日

	 長野県知事　阿　部　守　一

氏名又は名称
及び代表者の氏名

住所又は所在地 認定年月日

山久プロパン株式会社
代表取締役社長　宮川　浩

須坂市臥竜６丁目24番８号 令和６年７月25日

産業技術課
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長野県告示第433号

　長野県収入証紙条例（昭和39年長野県条例第58号）第16条第２項の規定により、令和６年７月31日、次の売りさばき人の

指定を取り消しました。

　　令和６年８月１日

	 長野県知事　阿　部　守　一

売りさばき人の氏名（名称） 住　　　所 売りさばき場所

株式会社キタハラ 長野県下伊那郡豊丘村神稲353－４
長野県下伊那郡豊丘村神稲353－４
株式会社キタハラ

公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和６年８月１日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　（仮称）ドン・キホーテ佐久店

　　　佐久市大字岩村田字下樋田1788番地２ほか

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　株式会社北條組

　　　長野市大字村山348番地１

３　変更した事項

　(1) 大規模小売店舗の名称

　　（変更前）ヤマダ電機テックランド佐久店

　　（変更後）（仮称）ドン・キホーテ佐久店

　(2) 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

株式会社ヤマダ電機 山田　昇　 群馬県高崎市栄町１番１号

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

株式会社ドン・キホーテ 吉田　直樹 東京都目黒区青葉台二丁目19番10号

４　変更した年月日

　　令和６年４月30日

５　届出年月日

　　令和６年６月14日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業立地・ＩＴ振興課又は佐久地域振興局商工観光課

７　縦覧の期間

　　令和６年８月１日から令和６年12月２日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

会　計　課


